
本資料は、令和６年10月１日から交通基盤部において試行を開始い
たしました、制限付き一般競争入札（設計内訳公開タイプ）の受注
者用説明資料です。 



最初に、設計内訳公開タイプの試行を開始することとなった経緯について御説明
いたします。

公共工事の入札、契約手続については、「公共工事の入札及び契約の適正化の
促進に関する法律」略して入契法といいますが、こちらにおいて基本事項が定め
られております。

具体的には、透明性の確保、公正な競争の促進、不正行為排除の徹底、ダンピン
グ受注の防止、適正な施工の確保です。

また、静岡県においては、入契法適正化指針により、予定価格は全案件事後公
表とし、設計内訳についても契約締結後速やかに公表を行っているところです。

一方で、近年、設計積算内容が複雑になるとともに、職員の年齢構成の変化によ
るベテラン職員の減少等を受け、県の設計金額に誤謬が発生する事案が発生し
ております。

このような事案の発生を防止し、入札手続の透明性の確保や公正な競争の促進
のため、交通基盤部業務改善タスクフォースで検討を行った結果、設計内訳公開
タイプという入札方法を試行し、その効果を検証することとしました。



次に、設計内訳公開タイプの試行方法について御説明いたします。

今回の試行は、浜松土木事務所を中心に試行を行います。

浜松土木事務所以外でも、希望する交通基盤部出先機関があれば、試行するこ
とができることとしております。
試行期間は、令和６年10月１日から令和７年３月31日までの期間としておりますが、
入札参加者へのアンケート結果等により、来年度以降の継続の可否について検
討していく予定となっています。

次に試行対象ですが、今回の試行は価格競争のみならず、総合評価落札方式も
対象となります。
対象工事の選定に当たっては、設計金額の誤謬が発生しやすい案件、

具体的には、積算が複雑な案件、過去に質問が多かった案件と近似の案件、低
入札又は最低制限価格付近の応札が多い傾向の工種の案件などを想定しており
ます。
これらを基準として、試行案件の選定をお願いします。

次に、試行件数ですが、浜松土木事務所を中心に、交通基盤部全体で５～10件
程度としております。

なお、積算体系等が異なる建築一式工事や、建設工事以外の建設関連業務委託
については、試行対象外となります。



次に、設計内訳公開タイプの具体的な手続について御説明いたします。

開札までの入札手続は、通常の制限付き一般競争入札と同様ですが、開札の結
果、

予定価格以下、低入札調査基準価格未満、最低制限価格未満のいずれかの応
札者があった場合は、落札決定等を保留の上、予定価格、低入札調査基準価格
又は最低制限価格、工事費設計積算内訳書（公表用設計書）を当該入札の応札
者に公開します。

公開は、開札後速やかに行うこととしており、通常は開札日又はその翌日になり
ます。

また、公開の方法ですが、試行におきましては、システムによる公開が困難である
ため、メール送信等により公開をいたします。



次に、応札者の質問請求について御説明いたします。

先ほどの工事費設計積算内訳書の応札者への公開に伴い、応札者は、自己の積
算と官積算を比較することが可能となります。例えば、低入札調査基準価格以上
で応札したつもりであったが、実際には低入札調査基準価格を下回っていた場合
などは、自己積算と官積算を比較し、原因が官積算側と考えられる場合に、応札
者は発注機関に質問をすることができます。

この質問ができる期間は、土日等を除き、公開の日から７日間ですが、設計金額
１億円未満の場合は３日間まで短縮可能としております。質問受付期間の日程に
ついては入札公告を参照してください。
なお、質問内容は、設計金額等の算定に関する内容に限定させていただきます。

質問を受けた発注機関は、質問提出期限の翌日から５日以内に、すべての応札
者に回答を送付させていただきます。



次に、質問の結果、入札を中止する場合の説明をいたします。

応札者に設計内訳を公開し、質問を受け付けた結果、

１　設計金額に誤謬があり、これを正した場合に、落札候補者、（最低制限価格未
満による）失格者、低入札調査対象者等が変更となる場合

２　設計内容や入札手続等に誤謬があり、入札執行に支障があると発注機関が
判断した場合

のいずれかの場合は、入札執行を中止いたします。



なお、設計内訳を公開後は、予定価格も公開済みであるため、２回目の入札（再
度入札）や不落随契に移行することはできないこととしております。



では、設計内訳公開タイプの入札公告について説明いたします。

通常の制限付き一般競争入札の公告に赤字の部分が変更、追加される箇所です。
事後審査型における入札後の入札参加資格確認資料の提出期限の変更と、
（２）の工事費設計積算内訳書の公開及び質問に関する日程が追加されます。



また、「工事費設計積算内訳の公開」、「質問に対する回答」、「再度入札の事項」
が追加されます。

なお、共通事項の入札公告は変更箇所等はありません。



　こちらは、応札者の方が、質問を行う際の質問書の様式となります。
質問書は、入札公告により、持参又はEメール等により提出してください。



こちらは、発注機関から回答する際の様式となります。
回答は応札者全員に送付いたします。



最後となりますが、

ここまで御説明した簡易タイプの入札手続をフローとしたものになりますので参考
としてください。


